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資料編 
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 公益社団法人日本精神保健福祉士協会において、精神保健福祉士のキャリアラダーについて検討

を進めている。暫定版を以下に掲載する。 

 

 

 
  



 

141 
 

 
 
 
  



 

142 
 

 

 

（１）精神保健福祉士養成課程を持つ学校・施設の教員を対象としたアンケート調査 

 

 

 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築及び地域共生社会の実現

に向けた精神保健福祉士の資質向上の在り方等に関する調査」 

 

 

 

 以下の質問にお答えください。なお、本調査票では、「精神保健福祉士養成課程のある

学校・施設」について「養成校」と表記します。 
 
Ⅰ．基礎調査項目 
１．養成校について 
F1 名称 

養成校名（                             ） 

学部学科・コース等（                        ） 

F2 種別 

１．４年制大学  ２．短期大学  ３．一般養成施設   ４．短期養成施設 

  ５．その他（          ）６．現在養成課程なし 

F3 形態 

１．通学   ２．通信 

F4 設置主体 

  １．国立   ２．公立   ３．私立 

F5 学校設置年 

  （        ）年 

F6 精神保健福祉士養成課程 開始年度（※国家資格化以降） 

  （        ）年度 

F7 設置都道府県（精神保健福祉士課程設定） 

  都道府県＜選択肢＞ 

 

２．精神保健福祉士の養成体制について 
F7-2精神保健福祉士養成課程における専任教員数 

  （         ）名 

F8 社会福祉士養成課程の有無 

１．有    ２．無 

 

調査票（精神保健福祉士養成課程のある学校・施設の教員の方へ） 
 

※本報告書においては、見やすさを重視し Word 版調査票を掲載していますが、
調査実施にあたっては、回答用の Excel 版調査票を用いています 
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Q5．実施方法・内容 
（１）実施方法（複数回答可） 
 １．個別スーパービジョン 

 ２．グループスーパービジョン（事例検討会含む） 

 ３．ピアスーパービジョン 

４．交流会・情報交換会 

５．講義・講演 

６．演習（技術演習等） 

 ７．研究会（学内学会含む） 

 ８．その他（                           ） 

（２）（１）の具体的実施内容をお書きください。 

 

 

 

Q6．実施による効果について、お聞かせください。 
 

 

 

Q7．実施上の課題があれば、お聞かせください。 
 

 

 

 



 

145 
 

 

 

 

 

 

  

 

 新人期 

 

中堅以降 

項
目
番
号 

精神保健福祉士に求められる役割 

（価値・理念、視点、知識、技術） 

１ 

養
成
校
に
よ
る
卒
後
教
育 

２ 

職
場
に
お
け
る
教
育 

３ 

職
能
団
体
に
よ
る
研
修 

４ 

大
学
院
で
の
教
育 

５ 

そ
の
他
（
学
会
・
他
団
体
等
） 

 

１ 

養
成
校
に
よ
る
卒
後
教
育 

２ 
職
場
に
お
け
る
教
育 

３ 

職
能
団
体
に
よ
る
研
修 

４ 

大
学
院
で
の
教
育 

５ 

そ
の
他
（
学
会
・
他
団
体
等
） 

１．求められる価値・理念の獲得            

① 個人としての尊厳を基盤とする １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

② 人々の精神保健福祉の向上（well-being） １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

③ クライエントの自己決定・自己実現の保障 １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

④ ノーマライゼーションの実現 １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑤ 精神障害者の社会的復権・権利擁護と福祉 １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑥ 
共生社会の実現（ソーシャルインクルージ

ョン） 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 
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 新人期 

 

中堅以降 

項
目
番
号 

精神保健福祉士に求められる役割 

（価値・理念、視点、知識、技術） 

１ 

養
成
校
に
よ
る
卒
後
教
育 

２ 

職
場
に
お
け
る
教
育 

３ 

職
能
団
体
に
よ
る
研
修 

４ 

大
学
院
で
の
教
育 

５ 

そ
の
他
（
学
会
・
他
団
体
等
） 

 

１ 

養
成
校
に
よ
る
卒
後
教
育 

２ 
職
場
に
お
け
る
教
育 

３ 

職
能
団
体
に
よ
る
研
修 

４ 

大
学
院
で
の
教
育 

５ 

そ
の
他
（
学
会
・
他
団
体
等
） 

２．求められる視点の獲得            

① 

ミクロ・メゾ・マクロ（個人・集団・組織・

地域・社会）の連続性を踏まえた包括的な視

点を持つ 

１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

② 
人と環境の相互作用の視点から現象を捉え

る 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

③ クライエントを「生活者」として捉える １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

④ 地域での暮らしを支える視点を持つ １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑤ 
個人・集団・地域それぞれにおける個別化の

視点を持つ 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑥ 

エンパワメントの視点を持つ：クライエン

トの主体性を回復・尊重することを重視す

る 

１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑦ 

ストレングスの視点を持つ：クライエントや

環境の「強み」に焦点を当て、最大限に活か

す。「希望」を重視し、それに向かう力や周囲

の力を資源として支援する 

１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑧ 

リカバリーの視点を持つ：その人らしい生

活を再構築し、新たな人生の意味や目的を

見出す過程に寄り添う 

１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑨ 
パートナーシップを形成する：クライエン

トとの協働を支援の基本におく 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

３．求められる知識の獲得            

① 
個人の全体性と「人と環境の相互作用」を重

視した人間の発達と行動 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

② 
他者や外部の資源から援助を受ける、また

は与える際の心理 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

③ 
人間相互の意思伝達の仕方、感情を表現す

る仕方 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 
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 新人期 

 

中堅以降 

項
目
番
号 

精神保健福祉士に求められる役割 

（価値・理念、視点、知識、技術） 

１ 

養
成
校
に
よ
る
卒
後
教
育 

２ 

職
場
に
お
け
る
教
育 

３ 

職
能
団
体
に
よ
る
研
修 

４ 

大
学
院
で
の
教
育 

５ 

そ
の
他
（
学
会
・
他
団
体
等
） 

 

１ 

養
成
校
に
よ
る
卒
後
教
育 

２ 
職
場
に
お
け
る
教
育 

３ 

職
能
団
体
に
よ
る
研
修 

４ 

大
学
院
で
の
教
育 

５ 

そ
の
他
（
学
会
・
他
団
体
等
） 

④ 
集団過程、集団が個人に及ぼす影響と個人

が集団に及ぼす影響 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑤ 

ある社会が有する精神的価値・法律・社会制

度・文化が個人や集団、地域社会に対して持

つ意味と影響 

１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑥ 
個人間・個人と集団・集団間の関係、相互作

用過程 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑦ 
地域社会の発展と変化の仕方、社会サービ

スと資源 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑧ 社会的サービスの内容、組織、方法 １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑨ 
専門職としての精神保健福祉士自身の情緒

と態度の気づき 
１ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

４．求められる技能・技術の獲得            

① 関係形成技法 １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

② 面接技法 １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

③ アセスメント １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

④ 個別援助技術 １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑤ 集団援助技術（グループワーク） １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑥ 組織運営管理 １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑦ 地域援助技術（コミュニティワーク） １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑧ ケアマネジメント １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑨ チームアプローチ（多職種・多機関連携） １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑩ ソーシャルアクション、社会調査 １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 

⑪ 記録 １ ２ ３ ４ ５  １ ２ ３ ４ ５ 
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Ⅳ．職能団体との連携に関する調査項目 

Q9．卒後教育・継続教育において、養成校と職能団体（都道府県精神保健福祉士協会、

日本精神保健福祉士協会等）との連携を意識した取り組みを行っていますか。 
１．はい【→Q10.へお進みください】 

２．いいえ【→Q11.へお進みください】 

 

Q10．Q9 で【１．はい】と答えた方にお尋ねします。都道府県精神保健福祉士協会（も

しくは日本精神保健福祉士協会）との連携について、あてはまるものに○をつけて

ください。（複数選択可） 
１．養成校と精神保健福祉士協会との共同研修の実施  

２．養成校と精神保健福祉士協会と共同したスーパービジョンの実施 

３．養成校教員と精神保健福祉士協会会員（現任精神保健福祉士）との連絡会等の開催

または参加 

４．精神保健福祉士協会会員を授業に招聘（ゲストスピーカーの依頼） 

５．その他【具体的にお書きください】 

 

 

Q11．Q9 で【２．いいえ】と答えた方にお尋ねします。その理由をお書きください。 
 

 

Q12．養成教育と卒後教育とが接続するために、どのような機能や仕組みが必要だと思

いますか。 
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Ⅴ．地域における人材育成の取り組みに関する調査項目 
Q13．こんにち、地域包括ケアシステムの構築において、地域共生社会の実現に向けた包括

的な相談支援に対応できる人材が求められています。貴校において、自治体や他団体等と連

携するなどして多様で複雑な福祉ニーズに対応できる人材育成に係る取り組みがございま

したら、その内容をご記入ください。 

 

 

 

Ⅵ．自由記載 
Q14．精神保健福祉士の卒後教育について、お考え等ございましたらお聞かせください。 

 

 

 

※差し支えなければ、ご回答いただいた方につきましてお知らせください。 

 

担当教員氏名  

職能団体への加入状況 

都道府県精神保健福祉士協会等   入会している ・ 入会していない 

（公社）日本精神保健福祉士協会  入会している ・ 入会していない 

連絡先（E-Mail）  

 



 

150 
 

（２）都道府県精神保健福祉士協会等を対象としたアンケート調査 

 

 

 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築及び地域共生社会の実現に向けた 

精神保健福祉士の資質向上の在り方等に関する調査」 

 

 

 

以下の質問にお答えください。なお、本調査票では、「都道府県精神保健福祉士協会等」について「都

道府県協会」及び「貴協会」と表記します。 
 

Ⅰ．基礎調査項目 
都道府県協会名 

 （                             ） 

 

F1．会員数について 

貴協会の 2019年 10月１日時点の会員数についてお答えください。 

 （           ）人 
 
Ⅱ．研修実施体制に関する調査項目 

Q1．貴協会における研修の企画・運営を所管する部門（部や委員会など）の有無をお答えください。 

１．あり 

２．なし【→Q3へお進みください】 

 
Q2．研修の企画・運営を所管する部門の人数と任期について教えてください。 
（１）人数 （     ）人 
（２）任期 
１．あり →（   ）年 
２．なし 

 
事業計画における研修の位置づけについて 

Q3．今年度の研修に関する事業費支出の予算額をお答えください（外部からの委託事業を除く）。 
    （        ）円 
 
Q4．貴協会の事業計画には研修に関する事項（研修の目的やねらい）が明記されていますか？ 
   １．はい   ２．いいえ【→Q6へお進みください】 
 
Q5．Q4で、【１．はい】の協会へお尋ねします。 
事業計画における研修の目的は、定期的に見直していますか？ 

   １．はい   ２．いいえ 
 
Q6．貴協会が研修を企画する際の枠組みはありますか？ 当てはまるものを選択してください（複数選

択可）。 
１．経験年数に応じたもの（初任者向け、中堅者向けなど） 
２．職場における職位に応じたもの（一般職、管理職など） 
３．職域に対応したもの（医療機関、福祉サービス事業所など） 
４．その他（自由記述：                         ） 
５．特に枠組みはない 
 

調査票（都道府県精神保健福祉士協会等の方へ） 
 

※本報告書においては、見やすさを重視し Word 版調査票を掲載していますが、
調査実施にあたっては、回答用の Excel 版調査票を用いています 
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Ⅲ
．

研
修

実
施

状
況

・
研

修
内

容
に

関
す

る
調

査
項

目
 

Q
7．

貴
協
会
が
主
催
し
た
精
神
保
健
福
祉
士
を
対
象
と
し
た
研
修
に
つ
い
て
、
過
去
３
年
間
に
開
催
し
た
す

べ
て
の

研
修
を
ご
回
答
く
だ
さ
い
（
日
本
精
神
保
健
福
祉
士
協
会

の
生
涯
研
修
制
度
に
基
づ
く
研
修
も
含
み
ま
す
）。

 
注

１
）「

研
修
内

容
」
は

別
紙
の
「
精

神
保

健
福

祉
士

に
求
め

ら
れ
る

役
割
（

価
値
・
理
念

、
視

点
、
知

識
、
技

術
）」

を
確

認
の

う
え
、
そ
の

研
修
の
内

容
に

あ
て

は
ま

る
も

の
を

す
べ

て
選

び
コ

ー
ド

を
ご

記
入

く
だ
さ

い
。
 

 2
0
1
8
年

度
開

催
 

開
催
年
月
日
 

1
回

が
複

数
日

の
場

合
は

初
日

の
日
付
を
記
載
 

研
修
名
 

研
修
内
容
 

【
別
紙
コ
ー
ド

表
参
照
／
複
数

選
択
可
】
 

研
修
時
間
 

（
単
一
回
答
）
 

参
加
要
件
 

（
単
一
回
答
）

 

対
象
者
 

（
単
一
回
答
）
 

開
催
形
態
 

（
あ
て
は
ま
る
も

の
す
べ
て
に
○
）
 

研
修
方
式
 

（
あ
て
は
ま
る
も
の

す
べ
て
に
○
）
 

実
参
加
者
数
 

数
値
 

参
加
費
 

（
単
一
回
答
）
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催

 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催

 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催

 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催

 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催

 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
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2
0
1
7
年
度
開
催
 

開
催
年
月
日
 

1
回

が
複

数
日

の
場

合
は

初
日

の
日
付
を
記
載
 

研
修
名
 

研
修
内
容
 

【
別
紙
コ
ー
ド

表
参
照
／
複
数

選
択
可
】
 

研
修
時
間
 

（
単
一
回
答
）
 

参
加
要
件
 

（
単
一
回
答
）

 

対
象
者
 

（
単
一
回
答
）
 

開
催
形
態
 

（
あ
て
は
ま
る
も

の
す
べ
て
に
○
）
 

研
修
方
式
 

（
あ
て
は
ま
る
も
の

す
べ
て
に
○
）
 

実
参
加
者
数
 

数
値
 

参
加
費
 

（
単
一
回
答
）
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催
 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催
 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催
 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催
 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催
 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
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2
0
1
6
年

度
開

催
 

開
催
年
月
日
 

1
回

が
複

数
日

の
場

合
は

初
日

の
日
付
を
記
載
 

研
修
名
 

研
修
内
容
 

【
別
紙
コ
ー
ド

表
参
照
／
複
数

選
択
可
】
 

研
修
時
間
 

（
単
一
回
答
）
 

参
加
要
件
 

（
単
一
回
答
）

 

対
象
者
 

（
単
一
回
答
）

 

開
催
形
態
 

（
あ
て
は
ま
る
も

の
す
べ
て
に
○
）
 

研
修
方
式
 

（
あ
て
は
ま
る
も
の

す
べ
て
に
○
）
 

実
参
加
者
数
 

数
値
 

参
加
費
 

（
単
一
回
答
）
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催

 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催

 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催

 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催

 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
 

年
 
月
 
日
 

 
 

①
１
時
間
～
半
日
 

②
１
日
 

③
２
日
以
上
 

①
会
員
の
み
 

②
非

会
員

も
対

象
 

①
新
人
 

②
中
堅
以
降
 

③
定
め
な
し
 

①
単
独
開
催
 

②
近
県
合
同
開
催

 

③
他
団
体
共
催
 

①
講
義
 

②
演
習
 

③
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
 

④
事
例
検
討
 

⑤
そ
の
他
 

（
 
 
） 人
 

①
無
料
 

②
有
料
 

③
非
会
員
の
み
有
料
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Q8．研修の企画運営において、以下の項目について課題と感じているかどうか、それぞれについて

当てはまるものをお選びください。   
 

貴協会の研修の企画運営における課題 

それぞれ最もあてはまるものを選択 

大
き
な
課
題
で
あ
る 

課
題
で
あ
る 

あ
ま
り
課
題
で
は
な
い 

課
題
で
は
な
い 

研修テーマ設定・企画立案 １ ２ ３ ４ 

運営スタッフの確保 １ ２ ３ ４ 

会場の確保 １ ２ ３ ４ 

日程の調整 １ ２ ３ ４ 

予算の確保 １ ２ ３ ４ 

講師の確保 １ ２ ３ ４ 

参加者数の低迷 １ ２ ３ ４ 

 

その他上記以外に感じている課題があれば自由にお書きください。 

 

 

 

Q9．研修の活性化（参加者の増加、内容の充実等）のために、どのような条件や仕組みが必要だと

考えますか。 
 

 

Ⅳ．スーパービジョンに関する調査項目 
Q10．貴協会には、会員や非会員に対するスーパービジョン提供の仕組みがありますか。 

１．あり    ２．なし 
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Q11．【１．あり】と回答された協会へお尋ねします。 
貴協会が提供した過去３年間のスーパービジョンの実施件数について教えてください。 

※スーパーバイザーは、本協会の認定者に限りません。 

 SV 形式 件数 

2018 年度 
個人 SV 件 

グループ SV 件 

2017 年度 
個人 SV 件 

グループ SV 件 

2016 年度 
個人 SV 件 

グループ SV 件 

 

Q12．貴協会では、スーパービジョンの活用を増やす取り組みをしていますか。 
１．はい   ２．いいえ【→Q14へお進みください】 

 

Q13．Q12 で【１．はい】と回答された方へお尋ねします。取り組みの内容をお書きください。 
 

 

Ⅴ．養成校との連携に関する調査項目 
Q14．研修やスーパービジョン等の現任教育おいて、貴協会は地域の養成校と連携していますか。 

１．はい    ２．いいえ【→Q16へお進みください】 

 

Q15．Q14 で【１．はい】と回答された方へお尋ねします。貴協会の地域にある養成校との連携につい

て、あてはまるものに○をつけてください（複数選択可）。 

１．都道府県協会と養成校との共同研修の実施 

２．都道府県協会と養成校で共同したスーパービジョンの実施 

３．都道府県協会会員（現任精神保健福祉士）と養成校教員との連絡会等の開催または参加 

４．養成校への貴協会からの出張授業（ゲストスピーカー）など 

５．その他【具体的にお書きください】 

 

 

Q16．Q14 で【２．いいえ】と回答された方へお尋ねします。研修や人材育成において地域の養成

校と連携していない理由をお答えください。 
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Q17．貴協会で研修等を企画する際に、現在の精神保健福祉士養成カリキュラムの内容を前提に検討さ

れていますか？ 
  １．はい   ２．いいえ 

 

Q18．養成教育（養成課程における基礎教育）と卒後教育・現任教育とが接続するために、どのような

機能や仕組みが必要だと思いますか。 

 

 

Ⅵ．精神保健福祉士を対象とした上記以外の卒後教育・現任教育に関する調査項目 
Q19．貴協会が開催する研修以外に、地域で実施されている卒後教育・現任教育の取り組みをご存知で

したらお教えください（地域での有志による勉強会や養成校教員による勉強会など、誰がどのような取

り組みをしているか具体的にご記入ください）。 

 

 

Ⅶ．地域における人材育成の取組みに関する調査項目 

Q20．こんにち、地域包括ケアシステムの構築において、地域共生社会の実現に向けた包括的な相談支

援に対応できる人材が求められています。貴協会において、自治体や他団体等と連携するなどして多様

で複雑な福祉ニーズに対応できる人材育成に係る取り組みがございましたら、その内容をご記入くださ

い。 

 

 

精神保健福祉士の卒後教育・現任教育について、貴協会のご回答内容から、詳しくお聞きさせてい

ただく場合がございます。その場合、ご協力いただけますか。 

  １．協力できる   ２．協力できない 

 

「協力できる」とご回答いただいた場合、ご連絡させていただく窓口となる方をお教えください。 

担当者名  

ご所属先  

連絡先（E-Mail）  
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Ａ：精神保健福祉士養成課程を持つ大学等 

 

 

 

 

ヒアリング調査の実施にあたって 
（精神保健福祉士養成課程を持つ大学等） 

 

公益社団法人日本精神保健福祉士協会 

 

この度ご協力をお願いいたしましたヒアリング調査につきましては、厚生労働省の令和

元年度障害者総合福祉推進事業「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築及び

地域共生社会の実現に向けた精神保健福祉士の資質向上の在り方等に関する調査」の一環

として、実施させていただくものです。 

以下、詳細をご案内申しあげます。 

 

１．インタビューガイド 

以下について、貴校よりアンケート調査時にご回答いただいた内容を踏まえご質問さ

せていただきます。日ごろお感じになっていることを率直にお話しください。 

 

１）貴校における卒後教育・継続教育の具体的内容（アンケート調査Ｑ２～Ｑ７の回答

の詳細） 

・卒後教育・継続教育の対象、頻度 

・卒後教育・継続教育の実施目的と実施方法 

・卒後教育・継続教育の効果と課題 

 

２）貴校において卒後教育・継続教育を始めた理由と現在の形態に至った経緯、現在の

形態をどのくらい継続していますか。 

 

３）養成校において卒後教育・継続教育を実施・運営するために必要な体制は何ですか。

（人員、予算、会場、連絡調整、日程調整、大学での位置付け、教員の業務としての

位置付け、など） 

 

４）アンケート調査結果では、卒後教育・継続教育（価値・理念、視点、知識、技術の研

鑽）を行う機関として、新人期（３年未満）と中堅以降（３年以上）で差が見られま

した。この結果をどのように考察しますか。【別紙アンケート調査結果（暫定版）ご

参照】 

 

５）卒後教育・継続教育における貴校と職能団体との連携について 

・具体的な連携先（精神保健福祉士協会以外も含む；職場、地域の協議会、行政など） 

・具体的な連携・協働の内容 

・「組織と組織」の連携の形態になっていますか。「教員（個人）と現任者（個人）」と

の連携ですか。 
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※量的調査 A のアンケート調査結果（暫定版）一部抜粋の添付は省略 
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Ｂ：精神保健福祉士を雇用する職場 

 

 

 

  

ヒアリング調査の実施にあたって 
（精神保健福祉士を雇用する職場） 

 

公益社団法人日本精神保健福祉士協会 

 

この度ご協力をお願いいたしましたヒアリング調査につきましては、厚生労働省の令和

元年度障害者総合福祉推進事業「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築及び

地域共生社会の実現に向けた精神保健福祉士の資質向上の在り方等に関する調査」の一環

として、実施させていただくものです。 

以下、詳細をご案内申しあげます。 

 

１．インタビューガイド 

以下についてご質問させていただきます。日ごろお感じになっていることを率直にお

話しください。 

インタビューの話題進行をスムーズとするために、ご所属機関の基本情報について事

前にご記入いただき、事務局までご提出をお願いいたします（「３．その他」参照）。 

 

１）職場・法人内で実施している現任教育・人材育成等（内部研修等）について伺いま

す。 

・ 具体的な職場における人材育成の枠組みや内容 

・ 内部研修の業務上の位置付け 

・ 各段階（新人、中堅、指導者）それぞれにおいて期待される役割と身につける技

能は何ですか。そのうち、特に内部研修で対応すべきだと思うものは何ですか。 

・ 内部研修の体制整備や研修方法を体系化するうえで、教育担当者がどのようなノ

ウハウを学びましたか。 

 

２）内部研修等における他団体との連携について伺います。 

・ 内部研修等において養成校教員その他外部の専門職の協力を得ていますか。得て

いる場合は、具体的な協力者の立場やどのような協力を得ているかを教えてくだ

さい。 

・ 内部研修等の企画・実施に際して、精神保健福祉士養成カリキュラムの内容を認

識、意識していますか。 

 

３）職場・法人外が企画・実施する研修等（外部研修等）の活用について伺います。 

・ 貴職場の精神保健福祉士に受講や参加を義務づけている（奨励している、あるい

はコンスタントに参加している）外部研修はありますか。それはどのような研修

ですか。また、それらは業務として（出張として）位置づけられていますか。 

・ 外部研修のほかに職場・法人外のどのような現任教育・人材育成の機会があると 
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お考えですか（地域のネットワーク会議、協議会活動、計画策定等の参画や傍聴

など）。またそれらを積極的に職場・法人の現任教育・人材育成に活用しています

か。 

 

４）精神保健福祉士の卒後教育・現任教育における職場、関係団体の役割について伺い

ます。 

・ 養成校に対するアンケート調査結果では、卒後教育・継続教育（価値・理念、視

点、知識、技術の研鑽）を行う機関として、新人期（３年未満）と中堅以降（３年

以上）で差が見られました。この結果をどのように考察しますか。【別紙アンケー

ト調査結果（暫定版）ご参照】 

・ 精神保健福祉士の卒後教育・現任教育において、養成校、職能団体、関係他団体

が担うべき役割をどのようにお考えですか。 

 

２．倫理的配慮 

ご発言は録音をさせていただきますが、調査結果等については調査にご協力いただい

た個人を特定できない形でとりまとめます。また、本調査により得られた情報を本事業

目的以外に使用することはありません。 

 

３．その他 

１）調査内容、条件等に関しましてご了承いただけましたら、別紙「ヒアリング調査に

係る同意書」にご署名ご捺印のうえ、インタビュー実施当日にご持参くださるよう

お願いいたします。 

２）インタビューの話題進行をスムーズとするために、職場の基本情報について別紙「基

本情報シート」に事前にご記入いただき、下記事務局まで FAX またはメールにてご

提出をお願いいたします。 

 

４．問い合わせ先 

【ヒアリング調査当日の緊急連絡先】 

＜電話番号＞（ヒアリング担当者：＜氏名＞） 

【それ以前のお問合せ】 

公益社団法人日本精神保健福祉士協会 木太直人（常務理事）、植木晴代（事務

局） 

E-mail：contact2019@japsw.or.jp TEL：03-5366-3152 FAX：03-5366-2993 

 

以上 

※量的調査 A のアンケート調査結果（暫定版）一部抜粋の添付は省略 
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Ｃ：職能団体（都道府県精神保健福祉士協会等） 

   

 

ヒアリング調査の実施にあたって 
（職能団体（都道府県精神保健福祉士協会等）） 

 

公益社団法人日本精神保健福祉士協会 

 

この度ご協力をお願いいたしましたヒアリング調査につきましては、厚生労働省の令和

元年度障害者総合福祉推進事業「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築及び

地域共生社会の実現に向けた精神保健福祉士の資質向上の在り方等に関する調査」の一環

として、実施させていただくものです。 

以下、詳細をご案内申しあげます。 

 

１．インタビューガイド 

以下について、貴協会アンケート調査時にご回答いただいた内容を踏まえご質問させ

ていただきます。日ごろお感じになっていることを率直にお話しください。 

 

１）貴協会の特徴および地域の特性（構成員の傾向、地域の特徴や文化、アクセス環境

など） 

 

２）貴協会が実施している研修内容・実施体制（アンケート調査Ｑ１～Ｑ７の回答の詳

細） 

 

３）貴協会では、研修でどのようなことを提供しようとしているのか、意図を教えてく

ださい。 

 

４）アンケート調査結果では、９割の都道府県協会が研修の課題として「参加者の低迷」

を「大いに課題である・課題である」と回答しています。この結果をどのように考

察されますか。また研修が活性化するために何が必要だと思われますか。 

 

５）貴協会におけるスーパービジョン体制（アンケート調査Ｑ10、11、12 回答の詳細） 

・貴協会の SV体制において、どのようにスーパービジョンを定義していますか（貴協

会の SV体制におけるスーパーバイザーの条件・規定を教えてください）。 

・都道府県協会として SV体制を整備する意図を教えてください。 

 

６）研修等における地域の養成校との連携（アンケート調査Ｑ14、15、16、17 回答の詳

細） 

・具体的な連携先 

・具体的な連携・協働の内容 

・「組織と組織」の連携の形態をとられていますか。「研修担当者と現任者（個人）」と 
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の連携になってはいないですか。 

・養成教育と現任教育の接続を意識した取り組みを行っていますか。 

・貴協会の研修担当の養成教育の概要を知り、それを意識した研修を行われています

か。 

 

７）アンケート調査結果では、卒後教育・継続教育（価値・理念、視点、知識、技術の研

鑽）を行う機関として、新人期（３年未満）と中堅以降（３年以上）で差が見られま

した。この結果をどのように考察されますか。【別紙アンケート調査結果（暫定版）

ご参照】 

 

８）地域において貴協会以外で実施されている現任教育、人材育成の取り組みを教えて

ください。（例；精神科病院協会企画研修、精神保健福祉センター企画実施研修、自

治体・協議会等の勉強会など） 

 

２．倫理的配慮 

ご発言は録音をさせていただきますが、調査結果等については調査にご協力いただい

た個人を特定できない形でとりまとめます。また、本調査により得られた情報を本事業

目的以外に使用することはありません。 

 

３．その他 

調査内容、条件等に関しましてご了承いただけましたら、別紙「ヒアリング調査に係

る同意書」にご署名ご捺印のうえ、インタビュー実施当日にご持参くださるようお願い

いたします。 

 

４．問い合わせ先 

【ヒアリング調査当日の緊急連絡先】 

＜電話番号＞（ヒアリング担当者：＜氏名＞） 

【それ以前のお問合せ】 

公益社団法人日本精神保健福祉士協会 木太直人（常務理事）、植木晴代（事務

局） 

E-mail：contact2019@japsw.or.jp TEL：03-5366-3152 FAX：03-5366-2993 

 

以上 

 

※量的調査 A のアンケート調査結果（暫定版）一部抜粋の添付は省略 
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厚生労働省 令和元年度障害者総合福祉推進事業 

 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築及び地域共生社会の実現に向けた 

精神保健福祉士の資質向上の在り方等に関する調査 
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